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地方創生を担う「道の駅」の新たな役割の一つとして，異なる交通モードを相互に接続させる「交通結節点」

としての機能が提言されている．筆者らはこれまでに，利用者の意向に基づき，道の駅の交通結節点としての

「施設利便性」を定量的に評価する手法を構築した．その一方で，施設利便性の改善が交通結節点の選択といっ

た利用者行動に与える影響については未だ明らかにされていない．本研究では，施設利便性の向上を経路選択に

おける効用増加の一要因と定義したうえで，費用及び時間コストとの関係を利用者へのアンケート調査をもとに

分析した．また，過去に構築したものも含めた一連の評価手法を，道の駅だけでなく競合施設を含む実際のネッ

トワーク上に適用し，道の駅が交通結節点として選択される可能性を評価した．  
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1. 研究背景・目的 

 

「道の駅」をさらなる地方創生の拠点とするべく2014

年に創設された「重点『道の駅』」制度において，取組

例の一つとして「交通結節点」機能が挙げられた．その

定義として，当初は「中山間地域もしくは漁村地域等に

おいて，公共交通の結節点として地域住民に交通サービ

スを提供する」とされていた 1)が，実際にはこの枠にと

どまらず，P&R(パークアンドライド)駐車場の整備によ

る自家用車と高速バスの接続や，道の駅を起点とした観

光周遊交通の運行などの取組についても認定を受けてお

り 2)，実際の運用はより多様化している．また，2017 年

には「特定テーマ型モデル『道の駅』<地域交通拠点部

門モデル>」として，交通結節点機能強化の取組を既に

行っている 6 つの道の駅が認定を受けている 3)．さらに，

2019年から進められている「道の駅『第 3ステージ』」

の議論においては，バス・自転車・レンタカーなど多様

な観光周遊交通の拠点としての役割が提言される 4)など，

道の駅の交通結節点としての役割には，特に国や自治体

といった設置者側から大きな期待が寄せられている． 

その一方で, こうした交通結節点機能を評価する指標

は明確化されていないことから，どのような立地の道の

駅が交通結節点として活用できるか，どのような設備や

サービスの整備が利用促進につながるかは明らかになっ

ておらず，現状では各道の駅が手探りで取組を進めてい

る状況である．筆者らはこれまでに，道の駅が交通結節

点として機能する際に利用されると考えられる設備やサ

ービスについて整理・体系化し，これらの設備やサービ

スを評価項目として交通結節点としての道の駅の施設利

便性を評価する手法を構築した5)6)．しかしながら，同手

法では交通結節点として道の駅を選択することを前提と

していたため，施設利便性の高さが利用者の選択行動に

与える影響については考慮されていなかった．また，交

通結節点となる施設は道の駅以外のバス停留所や鉄道駅

など他の公共交通機関の発着地点も想定されるが，こう

した競合施設との関係についても考慮されていなかった． 

そこで本研究では，まず，道の駅施設の利便性向上が

交通結節点としての道の駅の選択に影響を与えると仮定

したうえで，同じく効用を決定する要素の一つである費

用および時間コストとの関係を分析した．また分析結果

をもとに，道の駅を交通結節点として選択した際の効用

を一般化費用に換算する手法を構築した．最後に，過去
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の研究で構築したものも含めた一連の評価手法を，複数

の道の駅や P&R 利用者用駐車場を備えたバス停留所，

鉄道駅などの競合施設が立地する実際のネットワークに

適用した．既に供用されている道の駅，あるいは新たに

設置する道の駅の交通結節点としての活用を検討する場

面において，交通結節点としての利用が期待できる道の

駅の把握，および道の駅の新設・改修案の検討に利用可

能な手法を構築することが，本研究の目的である． 

 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

(1)既往研究のレビュー 

道の駅を題材とした研究はこれまでに数多く行われて

いるが，その多くは運転者の休憩機能 7)や農産品直売 8)，

公園等の地域連携機能 9)など，道の駅に定められた 3 つ

の基本機能を対象としている．また近年では防災「道の

駅」の選定など災害時の活動拠点としての整備が進みつ

つあることから，防災機能に着目した研究 10)も多い．一

方で，交通結節点機能に着目した研究は少なく，旅行時

間の比較をもとに広域交通拠点としてのポテンシャルに

ついて考察した研究 12)が見られる程度である． 

P&R(パークアンドライド)および P&BR(パークアンド

バスライド)についても，P&R という施策全体を対象と

した研究 13)が多く，駐車場やバス停留所といった乗換拠

点にフォーカスした研究はごくわずか 14)である．  

このような状況を踏まえ，筆者らは道の駅の交通結節

点機能に関する評価手法 5)を提案した．交通結節点を

「あるトリップ中において利用する交通モードを変更す

る地点」として定義し，交通結節点に求められる設備や

サービスを検討し，55 の評価項目を設定した．利用者

へのアンケートをもとに図-1 に示す各項目の重要度(ウ

ェイト)を算出した結果，同一の評価項目においてもト

リップ目的や利用する交通手段によってウェイトに変化

が生じることが判明した．また，導入されている項目の

ウェイトを積み上げることで各道の駅施設の交通結節点

としての利便性を示す「施設利便性得点」を算出し．定

量的に評価する手法を提案した．全国 448の道の駅を対

象とした評価の結果，P&R を行う場合には専用駐車ス

ペースの設置や多様な媒体での周知活動が実施されてい

る道の駅において，路線バスなど公共交通機関の拠点と

なる場合には道の駅を核とした幹支線型の公共交通網の

整備や，バス停留所にベンチや上屋など快適な待合空間

が整備されている道の駅において，施設利便性得点が高

くなる傾向がみられた．また，特に P&R 利用者が重視

する評価項目であることが確認された駐車場の容量につ

いては，最ピーク時の駐車台数を推定する回帰モデルを

別途作成 6)した．作成したモデルでは道の駅の立地や付

随する施設が有意な変数となり，駐車場の余剰発生の有

無に影響を与えていることが確認された．施設利便性得

点の算出に際しては評価項目の有無による判断を原則と

しているが，駐車場の容量については同モデルによる推

定結果をもとにウェイトを算出している． 

しかしながら，前章でも述べたように，算出した施設

利便性の高さが利用者の選択行動にどの程度影響を与え

るかは不透明であるため，利便性の高い道の駅が交通結

節点として利用されるかどうかは未だ明らかにされてい

ない．また，交通結節点となる施設は道の駅以外のバス

停留所や鉄道駅など他の公共交通機関の発着地点も想定

されるが，こうした競合施設との関係についても考慮さ

れていない． 

 

(2)本研究の位置づけ 

こうした背景や課題を踏まえ，本研究の前半では，前

述した筆者らの過去の研究で算出した，交通結節点とし

ての道の駅の施設利便性が，利用者の選択行動にどの程

度影響を与えるかについて分析する．具体的には，施設

利便性を経路全体の効用を決定する要素の一つとして定

義した上で，同じく効用を決定する要素の一つである費

用および時間コストとの関係を，利用者へのアンケート

調査をもとに分析する．さらに，分析結果をもとに，交

通結節点として道の駅を選択した際の効用を一般化費用

 

図-1 施設利便性の評価項目とウェイトの一覧 
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に換算する手法を構築した． 

後半では，前半および過去の研究で構築した手法を実

際のネットワークに適用した．この際，複数の道の駅，

および競合施設となるバス停留所や鉄道駅が立地する地

域を選定している．対象地域内の各メッシュから特定の

目的地へのトリップ全体の一般化費用を結節点別に算出

し，一般化費用が最小となる結節点を選択した場合の結

果について分析した． 

前節までに述べたように，本研究は道の駅の新たな役

割の一つとして既に複数の提言や取組が行われている交

通結節点機能に着目している点，また P&R という施策

のうち，特に自動車から公共交通機関に乗り換える結節

点に着目している点において新規性がある．なお，筆者

らの過去の研究では交通手段やトリップ目的の異なる複

数の利用パターンを設定していたが，本研究では将来的

な導入可能性が最も高いと考えられる，自家用車と高速

バスのP&Rを対象としている． 

  

 

3. 施設利便性得点が交通結節点の選択に及ぼす

影響分析 

 

(1)概要 

筆者らの過去の研究から，交通結節点としての利便性

が高い道の駅施設がどのようなものか明らかになった．

しかしながら，分析において利用者に送付したアンケー

トでは自宅から最も近い道の駅を交通結節点として選択

することを想定するよう誘導していたため，施設利便性

の高い道の駅が交通結節点として選択されるかについて

は明らかにされていない．また，実際のトリップにおけ

る利用者の選択行動としては，既存の多くの経路探索問

題 15)で考慮されているように，交通手段，交通手段のサ

ービスレベル，各交通手段に対する選好といった要素の

異なる複数の経路全体を代替案とし，その中から最も効

用の高い経路を選択していると考えられる．このため，

交通結節点の選択は経路の選択に対して従属的な関係に

あり，選択された経路上の交通結節点を利用している，

と考えられる． 

そこで，本章では道の駅施設の利便性の高さが交通結

節点の選択に影響を与えると仮定したうえで，経路自体

の効用をどの程度変化させるかについて分析する．具体

的には，道の駅施設の利便性の高さを表す指標として施

設利便性得点を用いて，交通結節点に新たな設備やサー

ビスを導入することで得点が上昇する代わりに費用及び

時間コストが増加するトレードオフ設問を作成し，実際

の利用者の回答データをもとにそれぞれの設備及びサー

ビスの導入に対して許容されるコストの増加量を算出す

る．図-1に示す階層図及びウェイトによって算出される

道の駅の施設利便性得点を用いることにより，対象とす

るすべての設備やサービスに対して費用や時間コストと

の関係を算出することができるほか，施設利便性の差を

考慮した経路選択分析が可能となる． 

 

(2)分析手法の検討 

本章では，まず施設利便性の改善のために導入される

設備やサービスに対して許容される費用および時間コス

トの増加量を算出する．本研究では，新たな設備やサー

ビスの導入という仮想的な状況における評価が可能な表

明選好データを用いた手法であることや，代替案を構成

する属性，すなわち導入される個々の設備やサービスを

対象とした推定が可能な手法であることを重視し，選択

型コンジョイント分析を採用した． 

コンジョイント分析は企業における商品開発，あるい

はその前提となるマーケティングにおいて近年広く用い

られている手法の一つであり，プロファイル(商品)に対

する評価値をもとに，プロファイルを構成する各要素が

全体評価に与える影響を部分効用の形で算出する手法で

ある．このうち，評価方法を複数案から最も望ましいも

のを選択する選択型実験としたものが選択型コンジョイ

ント分析であり，収集された離散データは条件付きロジ

ットモデルを用いて処理することが可能である 16)． 

なお，同手法は代替案の選択確率を推定するロジット

モデルの一種であるが，本章の分析における代替案は施

設利便性の改善例としてアンケート回答者に提示する仮

想的な代替案にすぎないため，本来の目的である得点と

コストの関係分析にのみ本手法を用いる． 

 

(3)トレードオフ設問の設計 

図-1 に示した評価項目は全部で 30 項目あり，各項目

に対して導入意向を尋ねると設問数が膨大な数になるこ

とが予想される．また，トイレなど既に導入されている

施設について新たに整備されることを利用者が想定する

ことは難しいと考えられる．そこで，現時点で導入され

ている道の駅が少なく，かつウェイトが比較的大きい項

目として，「Wi-Fi に接続することができる」「バスの

位置情報を表示する端末が設置されている」「乗換通路

全体にわたって屋根が設けられている」「P&R 利用時

にクーポン等の特典を受けることができる」「駐車場が

空いているか，到着前に確認することができる」の 5項

目を選定した．また，これらの導入とトレードオフ関係

になるコストの増加量として，費用コストについては

「+50円，+100円，+300円，+500円」，時間コストにつ

いては「+5分，+10分，+15分，+20分」のそれぞれ 4段

階を，両コストでは表現できない交通手段のサービスレ

ベルとして，バス乗車後の追加の乗換の発生有無を設定

した． 
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実験計画法を用いてこれらの因子を L16直交表(2水準

6因子+4水準3因子系)に割り付け，回答者に提示する代

替案として表-1 に示す 16 パターンを作成した．代替案

の提示方法として，抽出された 2案に対する好ましさを

回答するペアワイズ表定型や，複数案から最も好ましい

ものを選択する選択実験型などが存在するが，本研究の

代替案は因子数が多く複雑であるため，選択実験型では

あるものの，1 つの設問で提示する代替案は 2 案とした

一対比較設問を採用した．ただし，この場合の総設問数

は 120問と多いため，L16直交表の残る 4水準 1因子を

用いて16パターンを4グループに分割し，いずれか1グ

ループの 4パターンに対する一対比較設問とした．この

場合の設問数は 6問であり，回答者の負担を大幅に和ら

げることが可能である． 

 

(4)高速バス利用者を対象としたアンケート調査 

前節で作成したトレードオフ設問の回答を収集するた

め，既に道の駅で自動車から高速バスへの P&R を行っ

ている利用者を対象にアンケート調査(以下「高速バス

利用者アンケート」と表記)を実施した．道の駅に高速

バスの停留所が設けられ，P&R が行われている事例は

全国にいくつかみられるが，その多くは運行本数が一日

あたり数往復と限られているため，十分なサンプル数の

確保が難しいことが予想された．こうした中で，千葉県

南房総市の「道の駅富楽里(ふらり)とみやま」および

「道の駅とみうら枇杷倶楽部」(以降本文および図表で

は，それぞれ「富楽里とみやま」・「とみうら」と表

記)を選定した場合には比較的多くのサンプルを確保で

きることが予想された．その理由として，両道の駅から

は東京駅・バスタ新宿・千葉駅・羽田空港へ向かう高速

バスが1日あたり計58便(2022年12月現在)運行されてい

ること，両道の駅とも比較的広い P&R 利用者専用駐車

場が整備されていること，過去の訪問時に P&R 利用者

用駐車場に多くの自動車が駐車していることが確認され

たことなどが挙げられる．以上の理由から、調査方法は

Web調査ではなく，前述の 2つの道の駅で調査票を直接

表-1 作成した代替案の一覧 

 

代替案
Wi-Fiに接続す

ることができる

バスの位置情報

を表示する端末

が設置されてい

る

P&R利用時に

クーポン等の特

典を受けること

ができる

駐車場が空いて

いるか，到着前

に確認すること

ができる

乗換通路全体に

わたって屋根が

設けられている

所要時間の変化 合計費用の変化 乗換回数の変化
割付用

ダミー

a できる ある もらえない できない ない 5分増加 50円増加 増減なし 1

b できる ない もらえる できる ある 5分増加 100円増加 増減なし 2

c できない ある もらえない できる ある 5分増加 300円増加 1回増加増加 3

d できない ない もらえる できない ない 5分増加 500円増加 1回増加 4

e できない ある もらえる できない ある 10分増加 50円増加 1回増加 2

f できない ない もらえない できる ない 10分増加 100円増加 1回増加 1

g できる ある もらえる できる ない 10分増加 300円増加 増減なし 4

h できる ない もらえない できない ある 10分増加 500円増加 増減なし 3

i できる ない もらえる できる ない 15分増加 50円増加 1回増加 3

j できる ある もらえない できない ある 15分増加 100円増加 1回増加 4

k できない ない もらえる できない ある 15分増加 300円増加 増減なし 1

l できない ある もらえない できる ない 15分増加 500円増加 増減なし 2

m できない ない もらえない できる ある 20分増加 50円増加 増減なし 4

n できない ある もらえる できない ない 20分増加 100円増加 増減なし 3

o できる ない もらえない できない ない 20分増加 300円増加 1回増加 2

p できる ある もらえる できる ある 20分増加 500円増加 1回増加 1

表-2 P&R利用者アンケートの回答者属性 

 

ふらり とみうら 合計

男性 0 2 2

女性 2 1 3

男性 2 1 3

女性 0 0 0

男性 1 7 8

女性 3 5 8

男性 4 6 10

女性 3 4 7

男性 5 3 8

女性 1 6 7

男性 2 3 5

女性 3 3 6

男性 0 0 0

女性 0 1 1

26 42 68

80歳以上

70-79歳

合計

回答者年代＼居住地

18-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳
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配布し，郵送で回収する方式とした． 

調査票を作成した後，2022年 12 月 14 日(水)に「富楽

里とみやま」および「とみうら」敷地内の高速バス停留

所(バス停名称は「ハイウェイオアシス富楽里」および

「とみうら枇杷俱楽部」)において，調査票を 2 箇所計

116 枚配布した．このうち「とみうら枇杷俱楽部」は一

般路線バスと停留所を共用しているため，高速バスの利

用者であることを確認したのち調査票を配布した．その

結果，郵送にて2箇所計80枚を回収した(回収率69.7%)．

このうち，トレードオフ設問に回答しなかったサンプル，

および一対比較設問ですべて同じ側の選択肢を選んだサ

ンプルを除く 68 サンプルを集計対象とした．回答者属

性を前頁の表-2に示す． 

 

(5)施設利便性と費用及び時間コストの関係分析 

回答結果をもとに最尤推定を行い，5 項目の施設利便

性改善，およびコストの増加についてのパラメータを算

出した．算出結果を表-3に示す．施設利便性の改善につ

いては，5項目中2項目でパラメータが有意な結果に，3

項目でパラメータが有意ではない結果となった．図-1の

通り，パラメータが有意となった 2項目の最上位階層に

当たる「待ち時間に様々な設備を利用できる」と「自動

車の駐車スペースが整備されている」のウェイトは他 3

項目の最上位階層よりも大きい．したがって，利用者の

関心が高い項目ではパラメータが有意となり，関心が低

い項目では有意にならなかったものと考えられる． 

施設利便性の改善とトレードオフ関係にあるコストの

増加については，費用・時間・乗換のすべての項目でパ

ラメータが負となった．ただし，時間のパラメータは優

位な結果ではなく，また所要時間の増加と合計費用の増

加のパラメータの比率として表される，所要時間 1分あ

たりの時間価値も約 1.732 円/分と，国土交通省が定めた

時間価値原単位よりもかなり小さい値となった．この理

由として，高速バスの利用者は時間よりも安さを重視す

る傾向があることが指摘されており 32)，また回答者を高

速バスの利用者に限定していたことから，こうしたサン

プルの特殊性が時間価値に影響を与えたものと考えられ

る．反対に，費用と乗換についてはパラメータが有意と

なったことから，これらの要素とのトレードオフ関係に

ついては妥当な結果が得られたものと考えられる． 

表-4の上段は算出されたパラメータを図-1に示したウ

ェイトを用いて最上位階層に割り付けたのち，合計が

1.000 になるよう基準化したものであり，下段は図-1 に

示した最上位階層のウェイトである． 前述したように，

「待ち時間に様々な設備を利用できる」と「自動車の駐

車スペースが整備されている」の 2項目が利用者から重

視されているという傾向は，ウェイト算出時に実施した

道の駅利用者へのアンケートだけでなく今回の高速バス

利用者アンケートにおいても確認された．以上の傾向か

ら，これまでに算出した施設利便性得点は，経路選択問

題における変数の一つとして用いることが可能であると

考えられる．また，この仮定のもとでは，トレードオフ

設問の対象としなかった他の項目についても考慮の対象

としてもよいと考えられる． 

 

 

4. 分析結果の実ネットワークへの適用 

 

(1)概要 

本章では，筆者らの過去の研究，および前章で構築し

表-3 パラメータの推定結果 

 
自由度調整済尤度比：0.169 

有意水準：***…0.1%，**…1%，*…5%，†…10% 

係数 t値 判定

Wi-Fiに接続することができる 0.265 1.768 †

バス位置情報表示端末が

設置されている
0.064 0.431

P&R利用時にクーポン等の

特典を受けることができる
-0.054 -0.344

駐車場が空いているか

到着前に確認することができる
0.310 2.017 *

乗換通路全体にわたって

屋根が設けられている
0.030 0.188

所要時間の増加(分) -0.006 -0.365

合計費用の増加(円) -0.003 -6.821 ***

乗換回数の増加(回) -1.072 -6.851 ***

施

設

利

便

性

の

改

善

コ

ス

ト

の

増

加

表-4 最上位階層 5項目に割り付けたパラメータと前章で算出したウェイトの比較 

 

待ち時間に道の

駅の様々な設備

を利用すること

ができる

バスを利用しや

すい環境が整備

されている

P&R利用を促進

するための取組

が行われている

駐車・駐輪ス

ペースが整備さ

れている

乗り換える際の

通路が整備され

ている

高速バス利用者アンケート

結果から算出
0.518 0.069 -0.054 0.432 0.035

ウェイト

 (筆者らの過去研究で算出)
0.232 0.150 0.147 0.321 0.150

※斜体字は有意ではなかった変数を示す
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た評価手法を実際のネットワークに適用することで，一

連の評価手法の特性について検討する．具体的には，ま

ず前章までの分析結果を用いて，特定の OD間のトリッ

プ全体の一般化費用を算出する．利用者は一般化費用が

最小となる結節点を選択するものと仮定し，対象地域内

のどの結節点を選択するかをメッシュ毎に推定した．  

なお，実際の利用者数を推定するためには，詳細な利

用実態調査のほか，交通手段別の選好，潜在的な需要の

存在，他交通手段からの転換などより多様な要素の考慮

が必要であると考えられる．本研究は評価手法の提案に

主眼を置いたものと位置づけており、一定距離ごとに区

切ったメッシュ内の全人口を利用者と仮定するにとどめ，

実際の利用者数の算出は行っていない． 

 

(2)分析対象地域の選定 

分析対象地域として，図-6に示す千葉県の房総半島南

西部(鋸南町・南房総市・館山市の 2市 1町)を選定した．

対象地域には道の駅が 11駅(うち 3駅は高速バス停留所

と P&R駐車場を併設)，鉄道駅が 11駅(同 2駅)・高速バ

ス停留所が 19地点(同 8停留所・道の駅に併設の 3停留

所を含む)立地している．選定理由としては，前述のよ

うに同地域から多くの高速バスが運行されていることや，

既に交通結節点として利用されている道の駅が存在する

ことに加え，施設利便性得点の異なる複数の道の駅が狭

い範囲に立地している地域であること，競合施設として

鉄道駅や道の駅以外のバス停留所も複数立地しているこ

とが挙げられる．本研究では表-5 に示す 27 の道の駅・

バス停留所・鉄道駅を交通結節点の選択肢とした．各施

設について，筆者らの過去の研究5)6)で構築した手法を用

いて施設利便性得点を算出したのち，前章の分析結果を

もとに一般化費用を算出した．この際，トレードオフ設

問において導入を仮定した 5項目以外に対して許容され

るコスト増加量は，5 項目のうち最上位階層が同一であ

る項目のパラメータを用い，図-1に示すウェイトに従っ

て割り付けた(例えば，トイレやATMであれば「Wi-Fiに

接続することができる」のパラメータを適用した)．ま

た，各メッシュから出発するトリップの目的地として，

同地域からの高速バスの運行本数が最も多い東京駅を選

定した．なお，以降の分析では鉄道と高速バスの間にサ

ービスレベル以外の違いはなく，一方の手段への選好は

発生しないものと仮定している． 

 

(3)分析データの作成 

地図上での分析データの作成には QGIS を使用した．

はじめに，調査対象地域内で自動車の通行可能な道路が

接続しており，かつ 1人以上の人口があるメッシュを抽

出した．各メッシュのサイズは 250m 四方とし，2531 個

を抽出した．次に，27 施設にアクセスする所要時間を

算出した．スタート地点は各メッシュの距離的重心とし，

各施設までの所要時間が最短となる経路を出力した．な

お，県道以上の道路を中心にGoogle mapストリートビュ

ーを用いて実際の制限速度を調査し，実態に即した制限

速度を設定したほか，アクセス時に富津館山道路を利用

している場合については利用区間に応じたコストを算出

した．公共交通機関の所要時間および費用は運行会社の

ホームページを参照した．運賃は平日の現金利用時とし，

 

図-6 分析対象地域の概要 

表-5 選択の対象となる結節点の施設利便性得点 

および選択で得られる効用(一般化費用に換算) 

 

施設利便性得点

(生活P&R型(自動車))

選択で得られる効用を

一般化費用に換算(円)

富楽里とみやま 0.550 613.026

とみうら 0.521 666.766

ちくら・潮風王国 0.317 542.291

保田小学校 0.355 551.134

きょなん 0.376 552.570

三芳村 0.339 544.045

おおつの里 0.209 361.328

南房パラダイス 0.351 549.200

白浜野島崎 0.328 520.352

ローズマリー公園 0.328 520.352

和田浦wao 0.352 571.368

那古健人館 0.075 90.226

館山駅 0.409 335.938

南総文化ホール 0.169 75.593

千倉駅前 0.346 292.373

安房白浜 0.401 358.477

保田 0.209 239.498

安房勝山 0.197 234.025

岩井 0.318 393.367

富浦 0.198 234.343

那古船形 0.183 227.931

館山 0.288 289.299

九重 0.315 270.340

千倉 0.306 283.194

千歳 0.187 228.733

南三原 0.221 236.774

和田浦 0.175 216.444

鉄道駅

バス

停留所

道の駅

道の駅&

バス停留所
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IC 割引や回数券の利用，土休日の割増運賃，特急列車

の利用は考慮していない． 

 

(4)立地評価モデルを用いた評価 

(a)現状を想定した評価 

図-7 は現在バス停留所もしくは鉄道駅のある 19 の施

設を経由するトリップを対象に，一般化費用が最小とな

る施設を探索したものである．全メッシュで「富楽里と

みやま」か「とみうら」のいずれかが一般化費用が最小

となり，このどちらかを選択する結果となった．これは，

表-5のように両道の駅の得点が特に高く，選択の結果得

られる効用が大きいことが影響していると考えられる． 

地域別にみると，館山市のほぼ全域で「とみうら」が，

南房総市内陸部や鋸南町で「富楽里とみやま」が選択さ

れるなど，全体的な傾向としては距離の近い施設が選択

される傾向にあった．その一方で南房総市千倉地区・和

田地区など対象地域の南東側では，アクセスする所要時

間は「とみうら」の方が短いにもかかわらず「富楽里と

みやま」が選択されていた．これは，同地域から「富楽

里とみやま」までは県道 88,89号線や広域農道(安房グリ

ーンライン)など最高速度 60km/h 区間の多い幹線道路が

通じているため，東京駅までの所要時間合計は「富楽里

とみやま」経由の方が短いことや，高速バスの運賃が

「富楽里とみやま」の方が 200円安いことなどが影響し

ていると考えられる．なお，両者の境界は「富楽里とみ

やま」までの最速経路の影響を受けており，富津館山道

路経由となるメッシュは「とみうら」を選択する結果と

なっている． 

(b)新たなバス路線を設定した場合の選択の変化 

次頁の図-8 は(a)に加え，現在高速バスが通っていな

い 8つの道の駅からも東京駅への高速バス路線が設定さ

れたと仮定した場合の選択結果を示したものである．運

賃設定は周辺の既存停留所と同額に設定した．鋸南町北

部を中心に，「富楽里とみやま」を選択していた利用者

の一部で「道の駅保田小学校」(以下「保田小学校」と

表記)への転換が発生する結果となった．  

また次頁の図-9は「保田小学校」および「道の駅きょ

なん」(以下「きょなん」と表記)発の高速バスの運賃を

「富楽里とみやま」より 100円値下げした場合の選択結

果を示したものである．「富楽里とみやま」を選択して

いたエリアのうち，同道の駅周辺を含む南房総市岩井地

区や同市内陸部を中心に「きょなん」に転換するメッシ

ュが複数発生した．ただし，「富楽里とみやま」との一

般化費用の差は 30～40 円程度のメッシュが多いことか

ら，費用コストに換算した場合にこの幅を上回る施設利

便性の改善(例えばATMの設置など)が「富楽里とみやま」

に行われた場合には再度転換が発生するものと考えられ

る． 

 

図-7 一般化費用が最小となる結節点の選択結果(現状) 
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図-8 一般化費用が最小となる施設の選択結果(新たなバス路線を設定) 

 

 

図-9 一般化費用が最小となる施設の選択結果(新たなバス路線を設定・一部運賃を値下げ) 
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(5)実態調査結果との比較による評価特性の把握 

提案した立地評価モデルの精度の検証，および評価特

性の把握を目的に，分析対象地域において自動車から高

速バスへの P&R を行っている利用者へのアンケート調

査を実施した．前章第 4節の高速バス利用者アンケート

と同一の調査票に，当日の行先や利用目的などの設問の

ほか，居住地の最寄り停留所，最寄停留所ではないバス 

停留所を選択した理由などを尋ねる設問を設けた． 

回収サンプルのうち「富楽里とみやま」もしくは「と

みうら」を最寄りとする利用者は 32 人であり，半数以

上の 36 人はその他の停留所を最寄りとする利用者であ

った．図-10 に示す最寄り停留所の内訳をみると，推定

結果とは異なり，館山駅や南総文化ホール周辺から「富

楽里とみやま」を，千倉駅前・安房白浜などから「とみ

うら」を選択する利用者も確認された．立地評価モデル

では一般化費用が最小となる結節点に転換すると仮定し

ていたが，効用差が極端に大きくない場合には一般化費

用が最小ではない結節点を選択する利用者が一定数存在

すると考えられる．  

図-11 は「富楽里とみやま」「とみうら」それぞれを

選択した理由を示したものである．両停留所共に「駐車

場が無料」と「駐車場が広い」など駐車スペースの容量

を理由に挙げた利用者が多く，「十分な駐車スペース」

のウェイトが高い結果となった筆者らの過去の研究結果

の妥当性を裏付けている．また「富楽里とみやま」では

「運賃が安くなる」を理由に挙げた回答者の比率が高い

ことも特筆される．立地評価モデルの推定結果と同様に，

一般道を経由して「富楽里とみやま」にアクセスし，バ

スに乗り換えている利用者が一定数存在することが確認

された．また，バスの本数や行先が限られることを理由

に館山駅より南側の停留所から転換する利用者も複数確

認されたが，こうした運行本数・頻度の違いは現在のモ

デルには反映されておらず，これについても今後考慮す

る必要のある事項の一つであると考える． 

 

 

5. 結論 

 

本研究では，国が地方創生の拠点と位置付ける道の駅

に近年期待される新たな機能，特に地域公共交通を接続

させる交通結節点としての機能に着目し，施設の利便性

及び立地の観点から，道の駅が交通結節点として利用さ

れる可能性を評価する手法を構築した． 

はじめに，筆者らが過去の研究で算出した，交通結節

点としての道の駅の施設利便性の高さが，利用者の選択

行動に与える影響について分析した．施設利便性を向上

させることで経路全体の効用が増加すると仮定し，効用

を決定する要因の一つである費用及び時間コストとの関

係を算出した．既に道の駅で自動車から高速バスへの

P&R を行っている利用者を対象にアンケートを行った

結果，施設利便性を向上させることは経路全体の効用を

増加させる方向に作用し，費用や時間コストの増加とト

レードオフの関係にあることが確認された．また，パラ

メータの大小関係は道の駅利用者へのアンケート結果と

概ね同様であり，道の駅を交通結節点として選択する利

用者が重視する項目が改めて明らかとなった． 

次に，過去の研究および本研究で構築した一連の評価

手法を実際のネットワークに適用した．複数の道の駅や

競合施設が立地する千葉県南房総地域を対象に，各メッ

シュから東京駅まで移動する際の一般化費用を結節点ご

とに算出した結果，既に交通結節点として P&R 利用の

多い 2つの道の駅の一般化費用が最小となり，これらの

道の駅が広範囲から利用者を集めている可能性が示唆さ

れた．分析対象地域において実施した P&R の利用実態

調査では同様の行動を行っている利用者が複数存在して

おり，構築したモデルの妥当性が示された．また，現在

バスが運行されていない道の駅からもバスを運行した場

合を想定した分析では，一部の利用者が新設された交通

結節点に転換する可能性が示唆された．  

一方で，本研究で構築した一連のモデル，およびモデ

ルを適用した分析に対しては，以下のような課題が引き

続き残されていると考える． 

 

図-10 最寄りではない停留所を選択した利用者の内訳 

0 2 4 6 8 10

那古健人館

館山駅

南総文化ホール

千倉駅前

潮風王国

安房白浜

サンプル数

富楽里とみやま とみうら

 

図-11 最寄りではない停留所を選択した理由 
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運賃が安くなる
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バス停に屋根・ベンチ・待合室が整備されている

その他
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・施設利便性の評価項目，および各項目のウェイトは道

の駅を評価対象とすることを前提に整理・算出したも

のであるため，他のバス停留所や鉄道駅などの競合施

設に適用した際，道の駅の方が高い評価となりやすい

傾向がみられた． 

・施設利便性が経路選択効用に与える影響を算出した際，

特に時間コストをはじめとした一部のパラメータにつ

いては有意な結果とならなかった．この原因として，

高速バス利用者アンケートのサンプル数が少なかった

ことや，時間よりも費用を重視する高速バス利用者の

特性が反映された数値であることなど様々な影響が考

えられることから，サンプルの抽出方法など，パラメ

ータの推定手法に関する再検討が必要であると考えら

れる． 

・第 4章の結果で示した人口はいずれも各メッシュの居

住者の総人口であり，推定利用者数を示すものではな

い．厳密な需要推定を行うには OD需要・バス利用者

の年齢・職業構成などより詳細なデータが必要であり，

需要推定手法そのものについてもより詳細な検討を行

う必要があると考える． 

・第 4章の分析では目的地を東京駅に限定したため，他

の地点を目的地に設定した場合の結果について分析が

必要である．また，目的地までの交通手段として自動

車からバスもしくは鉄道への P&R のみを対象とした

が，実際には同一の区間を自動車のみで移動している

ユーザーが一定数存在することも考えられる．こうし

た他の交通手段との比較についても分析の必要がある

と考える． 

 

本研究で構築した一連の評価手法を実務に適用するた

めには引き続き多くの課題が残されているが，その足掛

かりとなる評価項目や評価手法の整理・提案といった分

野において，本研究は一定の成果を残したものであると

考える． 
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